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本震ならびに余震の時系列地震動群の予測手法

坂井　公俊＊　　室野　剛隆＊

Calculation Method of Time History Including Large-scale Earthquake and Its Aftershock

Kimitoshi  SAKAI　　Yoshitaka  MURONO

　As observed in the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, many aftershocks may occur after a large 
earthquake. Seismic stability of railway facilities against large earthquakes should be evaluated in consideration of 
aftershocks. For that evaluation, it is necessary to predict occurrence of aftershocks. In this research, we propose 
a prediction method, which can calculate magnitude and elapsed time of aftershocks after a main shock, based on 
statistical processing on past earthquakes including aftershocks. Preliminary calculation was conducted to obtain 
time history including aftershocks for a main shock having magnitude of 7.0 by the proposed method. By using 
the proposed method, we can calculate time histories of both a large-scale earthquake and its aftershocks.
キーワード：本震，余震，地震規模，経過時間，発生回数，地震動予測

１．はじめに

　2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震は，

マグニチュード 9.0 という我が国史上最大規模の地震で

あった。この地震では 3 ～ 4 個の震源域が連動したと言

われているが，このような巨大地震の発生はこれまで想

定されていなかった。今回の地震を受け，南海トラフの

巨大地震である東海・東南海・南海地震についても震源

域が見直され，マグニチュード 9.0 程度の地震発生の可

能性が指摘される１）など，今後も東北地方太平洋沖地

震と同規模の地震発生の可能性が危惧される。このよう

な大規模地震に対する鉄道構造物の地震安全性を評価す

る場合には，まずその地域で想定される本震の地震動を

高精度に評価する必要がある。

　また本震発生後には，それよりも小さいか同程度の余

震が発生する。そのため大規模地震が発生した場合には，

余震における地震動も鉄道構造物にとって無視できない

大きさとなることが予想される。さらに，本震において

構造物に損傷が発生した場合，その後の余震において損

傷が進展する可能性も考えられる。そのため大規模地震

に対する構造物の安全性評価を行う際には，これらの余

震群も評価の対象として含んでいることが望ましい。

　余震の評価手法構築の試みとしては，Gutenberg-
Richter の式２）と改良大森公式３）を組み合わせる手法等

が提案されているものの，実際の構造物への余震を含ん

だ入力地震動の確定論的な設定手法に関する検討はほと

んど例がない。これは余震発生が地震毎に大きくばらつ

いており，事前予測が難しいことも一つの理由として考

えられる。図 1 には近年発生した比較的規模の大きな鳥

取県西部地震と新潟県中越地震の本震経過後の余震発生

状況を示しているが，2 つの本震の規模は概ね同程度で

あるにもかかわらず，余震の発生状況が大きく異なって

いることが確認できる。ただし，構造物の設計を念頭に

おいた場合には，詳細な余震発生モデルが必要なのでは

なく，ある期間内に平均的にどの程度の規模の余震が何

回発生するか，という大局的な値が必要となる。

　そこで本研究では，過去の本震，余震データを整理し，

統計処理することにより，構造物の性能照査時に考慮す

べき余震の発生モデルを構築する。さらに得られた結果

を用いて本震，余震の時刻歴波形評価の試算を行うとと

もに，余震が構造物の損傷に与える影響について基礎的

な検討を行う。　

＊　構造物技術研究部　耐震構造研究室

図１　本震発生後の経過時間と発生した余震の規模（本

震とのマグニチュード M 差）の関係

（2000 年鳥取県西部地震と 2004 年新潟県中越地震）
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２．余震の評価手法

2. 1　地震データの収集，整理手順

　本震・余震データの抽出を行う。本震・余震の関連付けは，

相互関連度付き震源リスト４）に基づいて実施した。ただし

本震としてはM6.0以上，余震としては本震とのマグニチュー

ドの差が 3.0以内のデータを対象とた。さらに地震調査研究

推進本部の地震カテゴリー５）のうち，内陸地殻内の地震と

海域の地震のみを対象とした。本検討では，前者を内陸活

断層による地震，後者を海溝型地震と呼ぶこととする。また，

構造物への影響評価を目的としているので，前震－本震－

余震型の地震においては，最初に発生した前震を本震とし

て扱い，この地震を上回る規模の地震に対しても余震として

扱う。地震データとしては，1923年～ 2010年 9月までの約

180万個の記録６）を使用し，最終的に内陸活断層による地震

として 50地震，海溝型地震として 211地震を本震として抽

出した。抽出した本震データの震央位置を図 2に示す。

　構造物の性能評価時の余震の表現方法としては，余震

の規模と余震発生のタイミングが重要な情報となる。余

震規模は，想定すべき地震作用の大きさを設定する際に

必要であり，余震発生のタイミングは，地盤－構造物の

本震後の復旧状態との関連を考える際に必要となる。例

えば本震発生直後に大規模余震が発生する場合，地盤の

水圧が消散する以前であれば液状化被害が拡大する恐れ

がある。また，構造物が本震で損傷を受けた場合におい

て，補修前に大きな余震が発生した場合には，地震作用

の繰り返し載荷によって損傷が進行する可能性がある。

そこで本検討では，本震発生後の時間経過に伴う，余震

の規模，発生個数に主眼をおいて考察を行うこととした。

2. 2　余震発生のモデル化

2. 2. 1　本震の地震規模と最大余震の地震規模の関係

　まず最大余震の地震規模が本震の地震規模に対して

図２　検討に用いた本震データの震央位置
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どのような関係となっているかについて考察する。横軸

に本震の地震規模，縦軸に最大余震の本震とのマグニ

チュード M の差を取り，各地震毎にプロットした結果

を図 3 に示す。この図には本震規模毎の平均値もプロッ

トしている。

　得られた結果を見ると，各地震毎のバラツキは大きい

ものの，平均値は本震の地震規模によらず概ね一定の値

を示しているように見える。具体的には，海溝型地震で

は最大余震は本震よりも M1.0 程度小さく，内陸活断層

による地震ではそれと同程度か多少小さな規模となって

いる。この結果より，最大余震の本震との地震規模の差

をパラメータとしてまとめることで，本震の規模に依存

せず統一的な指標での議論が可能であると考えられる。

　なお東北地方太平洋沖地震の最大余震は M7.6（2012
年 7 月現在）であり本震との M 差は -1.4 である。この

結果は，図 3 におけるバラツキの範囲内におさまってい

ると言える。

2. 2. 2　本震発生後の時間経過に伴う余震の発生個数の

推移

　本震発生後の時間経過に伴う，余震発生個数の期待値

の推移を図 4 に示す。図 4（a）は余震の発生総数，図 4
（b）は単位時間あたりの余震発生個数である。対象とす

る余震の数は前述したように本震とのマグニチュードの

差が 3.0 以内の余震である。この図より，単位時間あた

りの余震発生個数は，時間が経過するに従い減少してい

くことが分かる。また，最終的な余震発生個数は 50 個

以上となっている。地震区分毎の比較を行うと，本震発

生後 10 時間程度までは内陸活断層による地震の方が余

震発生個数が多くなっているが，それ以降は概ね同程度

の発生頻度となっている。

　図 5 は，図 4（a）の結果を本震とのマグニチュード

差毎に分類した結果を示したものである。この図を見る

と，当然ではあるがマグニチュードの大きな余震ほど発

生個数が少ないことが分かる。また，時間経過に伴い余

震発生数が減少するという全体的な傾向は図 4（a）と

変わらないが，海溝型地震と内陸活断層による地震を

図３　本震の地震規模と最大余震の地震規模の関係
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比較すると，比較的規模の小さな余震（M 差 -1.5 以下）

は内陸活断層による地震の方が発生個数が多く，M 差

-1.4 以上の大きな余震では海溝型地震の方が多くなって

いることが確認できる。

2. 2. 3　本震発生後の時間経過に伴う最大余震規模の推移

　本震発生後の時間経過に伴う最大余震規模の推移を図

6 に示す。まず本震発生後 100 時間程度以内の比較的短

期間においては，内陸活断層の地震の方が大きな余震発

生の可能性が高い．一方で，本震発生後 100 時間以降

を考えると，海溝型地震の方が大規模余震の発生確率が

高くなっている．また最終的な最大余震としては，両地

震ともに本震とマグニチュード差 1.0程度となっている。

さらに勾配に着目すると，本震発生後 100 時間（約 4 日）

以降では勾配が緩やかになっていることから，本震発生

後 4 日程度までに最大余震が発生する可能性が高いこと

を示唆している。また，その勾配が緩やかになる傾向は

内陸活断層による地震の方が顕著である。

2. 2. 4　本震発生後の余震発生のモデル化

　これまでの検討に基づき，本震発生後の時間経過に

伴って発生する余震のタイミングとその規模についてモ

デル化を行う。モデル化の方法としては，図 5 から各時

間ごと，各規模ごとに，地震発生個数の期待値を算定す

る。この期待値を離散化することによって，余震発生の

タイミングを評価する。ここで，図 5 の整理ではある幅

を持った形で余震規模の整理を行っていたが，最終的な

地震動評価時の簡便性に配慮し，各区分内の代表的な

規模の余震が発生するとしてモデル化を行った（例えば

M 差 -2.4 ～ -1.5 の余震は，モデル化時に M 差 -2.0 の

余震として定義する）。最終的に得られた本震後の経過

時間－余震規模の関係を図 7（海溝型地震），図 8（内陸

活断層による地震）に示す。

　この結果は，内陸活断層による地震では規模の小さな

余震の発生数が多く，逆に海溝型地震では規模の大きな

余震発生数が多くなっていることなどを適切に表現できて

いる。また，例えば本震とのマグニチュード差が -1 程度

の余震は，本震発生後数時間（10 時間以内）で 1 回程度

発生し，その後 100 時間程度までの間に内陸活断層によ

図４　本震発生後の経過時間と余震発生個数の関係（本震との M 差が 3 以内の余震を対象）

図５　本震発生後の経過時間と余震の発生総数の関係

（本震との M 差毎に区分）

図６　本震発生後の経過時間と最大余震規模の関係
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る地震ではもう 1 回，海溝型地震では 2 回程度の発生が

想定される。このように本モデルで本震後の余震発生のタ

イミングと規模を大まかに評価することが可能となる。

３．余震を含んだ地震動波形群の試算

3. 1　計算条件

　前章でモデル化した余震発生モデルを考慮して，大規

模地震の発生を想定した場合の本震，余震の時系列地震

動群の試算を行う。今回対象とした本震は，図 9 に示す

ような長さ 36km，幅 24km の内陸活断層における地震

である。地震規模は M=7.0，傾斜角 45 度とした。巨視

的震源特性および微視的震源特性については，過去の内

陸活断層による地震をもとに提案されている手法７）に基

(a) 余震の発生総数 (b) 単位時間あたりの余震発生個数
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づき設定した。対象とする余震は，本震とのマグニチュー

ド差が 2 以内の地震とする。つまり，今回想定した本震

（M=7.0）においては，M=5.0, 6.0 の余震に対して波形

合成を実施する。余震の評価を行う期間としては，本震

発生から 100 時間以内とした。これは本震において比較

的大きな損傷を受けた構造物の補修に要する日数が，概

ね 3 ～ 5 日程度であると考えられるので，これを参考に

設定した値である。以上の条件と図 8 より，本震発生後

100 時間以内の余震発生数としては，M=6.0 の地震が 2
回，M=5.0 の余震が 10 回と評価された。そのため，本震・

余震併せて計 13 個の地震に対してそれぞれ時刻歴波形

を作成する。

　波形合成手法としては，統計的グリーン関数法８）を用

いることとした。ただし，振幅のサイト増幅特性として

は，全国の地震観測点において評価された地震増幅率を

参考に設定した。また，要素地震の位相特性としては，

震源・伝播経路・サイト特性を個別にモデル化して評価

した。具体的には，震源特性としては断層の破壊過程に

従ったインパルス列の重ね合わせで表現し，伝播経路特

性としては，既往の観測記録の回帰分析に基づき評価さ

れた値９）を用いる。さらにサイト特性は，伝達関数の群

遅延時間が最小位相推移関数で表現できると仮定し，振

幅のサイト特性から評価を行った。また，耐震設計上の

基盤面以浅の地盤における地震増幅は無視した。

　なお，余震波形の作成方法もこれと同様の手法で実施

するが，M=5.0 の余震については震源の広がりは無視し

て評価を行うこととした。M=6.0 の余震は震源の広がり

図７　構築した余震発生モデル（海溝型地震）

図８　構築した余震発生モデル（内陸活断層による地震）

図９　本震の震源モデル，本震・余震の破壊開始点

図 10　断層と地震動評価地点の位置関係
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は考慮するが，破壊開始は中心から同心円状に進展する

ものとした。余震の発生位置は，震源断層近傍ですべり

の小さい領域に多く発生するという傾向をもとに，図 9
に示す位置に設定した。また，余震の発生順序について

は不確定要素が強いため，同図に示す番号に従って発生

するものと仮定した。時刻歴波形評価地点は図 10 の地

点 A, B の 2 箇所とした。
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3. 2　本震・余震の地震動波形群評価結果

　前節の計算条件に従って，本震の時刻歴波形を算出し

た。得られた結果を図 11 に示す。地点 A, B は断層から

の距離は等しいものの，地点 B は震源から破壊が遠ざ

かる方向に位置している。そのため，地点 B では地震

動の継続時間が長く，かつ 2 つのアスペリティ（震源域

の中で，大きなすべりを発生し，強いエネルギーを放射

する領域）に対応した波群が明瞭に見られる。一方で地

点 A は破壊伝播方向に位置しているため，アスペリティ

の影響が同時に到達し，地震動の継続時間は短い。

　続いて地点 B における余震の時刻歴波形評価結果を図

12 に示す。これらの結果から，M=5.0 の地震は破壊領域

が小さいために，継続時間は非常に短くなっている。こ

れに対して M6 の地震では，多少継続時間が長くなると

ともに，振幅レベルも大きくなっていることが分かる。

また余震③と余震⑪では地震規模が等しいにもかかわら

ず，地震動の大きさは 41gal と 217gal となっており，大

きく異なっている。これは，余震の震源位置を図 9 にあ

るように本震の震源断層付近でランダムに設定している

図 11　本震の時刻歴波形評価結果

図 12　余震の地震動評価結果（地点 B）

（本震発生後から 100 時間以内に発生した M5 以上の余震を対象）

(a) 地点A (b) 地点B
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ため，対象地点との距離が余震毎に異なる影響である。

そのため余震の発生位置を設定する際には，得られる余

震波形の使用目的等に応じて適切に評価する必要がある。

3. 3　本震・余震が構造物へ与える影響

　前節で評価した本震・余震地震動群が構造物の損傷に

与える影響について簡易な考察を行う。構造物の損傷程

度は，次式で示される DI 値（Damage Index10））に基づ

いて評価することとした。
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= +

= +

∫
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1 2
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ここで，dmax は地震による最大応答変位，d u は終局変位，

Qy は降伏荷重，dE は履歴エネルギーの絶対値の増分，

b  は繰り返し載荷が構造物の損傷に与える影響度を表す

非負の定数，である。この DI 値は最大変形による損傷

を表す第 1 項（DI1 項）と，繰り返しによる損傷を表す

第 2 項（DI2 項）の和で構造物の損傷を表したものであ

り，DI 値が 1.0 になった時を構造物の破壊と定義してい
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表１　余震を考慮することによる DI値の変化

図 13　構造物の損傷度評価結果

る。対象とした構造物の条件は，等価固有周期 Teq=0.5
秒，降伏震度 khy=0.3，靱性率 mu(=du/dy)=6 とし，式 (1) の 
b=0.15 とした。ここで dy は構造物の降伏変位である。

　上記の条件に基づいて本震－余震に対する構造物の DI

値を算定した結果を図 13 に示す。また，本震のみを考慮

して DI 値を評価した場合と，余震も含んだ DI 値の比較を

表 1に示す。これらの結果を見ると，地点 A, Bともに本震

において大きな損傷を受けており，DI1 項は本震において

最大値を示している。つまり，余震において最大変形によ

る損傷は進行していない。一方で繰り返しによる損傷を表

す DI2 項は本震後の余震においても徐々に大きな値となっ

ている。特に地点 Bにおいては直下で発生した余震⑪にお

いて DI2 項が大きく増加しており，結果的に余震を考慮す

ることで DI 値が 1.0 を上回っている。さらに表 1より，余

震を考慮することによってDI値は，地点Aでは 2%，地点

Bでは 8%程度大きくなっていることが分かる。この値は比

較的小さいものの，本震と余震の発生位置や構造諸元によっ

ては，さらに余震の影響が大きくなる可能性も考えられる。

４．まとめ

　本検討では，過去の地震データを整理することで，構

造物の性能照査時に考慮すべき余震の発生モデルの構築

を行った。これにより本震発生後，ある日数以内に想定

される余震の規模と回数などを予測することが可能とな

る。さらに提案した余震発生モデルを用いて，M7 の地

震を想定した場合の本震・余震の時刻歴波形を作成し，

構造物の損傷に与える影響について検討を行った。その

結果，余震の発生位置によっては構造物の損傷が進行す

る可能性があることを確認した。
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